
コーポレートガバナンス
CORPORATE GOVERNANCE ITOKI CORPORATION

最終更新日：2018年12月17日
株式会社イトーキ
代表取締役社長　平井嘉朗

問合せ先：管理本部 総務部（電話：03-6910-3910)

証券コード：7972

https://www.itoki.jp

当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

当社グループは、企業倫理・遵法精神に基づき、コンプライアンスの徹底と経営の透明性、公正性を向上させ、また、積極的な情報開示に努める
ことで企業に対する信頼を高め、企業価値の向上を目指したコーポレート・ガバナンスに取り組んでおります。

当社はコーポレートガバナンス・コードの基本原則に則り、実効性のあるコーポレートガバナンスを実現することを目的として、「コーポレートガバナ
ンス基本方針」を制定しています。

なお、当社の企業理念として下記の６つを掲げ、社員一同で共有を図っております。

【企業理念】

1．創業者の旺盛な開拓精神を持ち続けよう。

1．あらゆることに創意と工夫をこらし、新しい価値を生み出そう。

1．正しい商道に徹し、勤勉と努力を惜しむまい。

1．皆で力を合わせ苦難を切り拓いて、繁栄をもたらそう。

1．常に業界Ｎｏ．１を目指そう。

1．自己を実現し、悔いなき人生を送ろう。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

原則４－８独立社外取締役の有効な活用

　当社は、複数名の独立社外取締役を選任することを原則としておりますが、近時独立社外取締役１名が逝去したため、2018年12月現在独立社
外取締役は１名となっております。来年の株主総会において２名の独立社外取締役を選任する方向で検討してまいります。

原則４－１０(1)任意の諮問委員会の設置による独立社外取締役の関与

　当社は監査役会設置会社であり、指名、報酬委員会など任意の諮問委員会は設置しておりませんが、経営陣幹部・取締役の指名・報酬等を議
論する際に、議長より積極的に独立社外取締役の意見を求めるなど適切な助言、関与を得ていることから、現行の仕組みで適切に機能しておりま
す。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示項目の内容は、次のとおりです。

原則１－４政策保有株式に関する方針

　当社は、取引先企業との安定的な取引関係の維持・強化を図ることにより、当社の企業価値の向上に資すると認められる場合、政策保有目的
で株式を保有することを基本方針としております。

　また、主要な政策保有株式について、そのリターンとリスク等を踏まえた中長期的な観点から、定期的に保有を継続する経済合理性があるかど
うかの検証を行っております。検証の結果、保有の妥当性が認められないと判断した株式については、順次売却し、縮減に努めております。2018
年度は、12月現在６銘柄を売却いたしました。

　政策保有株式に係る議決権の行使に当たっては、保有先企業の提案に無条件で賛成することはせず、当社の企業価値向上に資すると認めら
れるかどうかの観点から個々に判断の上、議決権行使を行うことを基準としております。

原則１－７関連当事者間との取引の適切性を確保するための枠組み

　当社は、取締役との取引及び利益相反取引を行う場合には、法令および当社取締役会規程に基づき、取締役会において社外取締役や監査役
からの意見を求め審議し、承認を得ることとしております。また、取引後に、取引についての重要な事実を取締役会において報告するとともに、当
社の取締役及びその二親等内の近親者と当社もしくは連結子会社との間の取引の有無について毎年定期的に各取締役および各監査役に確認
をとり、開示対象となる取引が発生した場合には、有価証券報告書および招集通知にて開示しております。

原則２－６企業年金のアセットオーナーとしての機能発揮

　当社の企業年金基金の運営は、経理人事の管掌役員や、従業員代表者が委員として構成される資産運用委員会を設置し、執行しています。資
産運用委員会には、適切な資質を持った人員を配置し、担当者を外部セミナー等に派遣して資質向上を図っています。資産運用方針及び政策的
資産構成割合は資産運用委員会で検討し、代議員会で決定しています。

　当基金の財政状態は健全であり、資産運用に際し過度なリスクをとらず、下値抑制を重視した運用方針としています。政策的資産構成割合は、
適宜、必要に応じて見直しています。

　当基金の積立運用は、専門性が必須の為、すべてを委託運用しております。投資先企業の選定や議決権行使の判断は運用受託機関に委ねて
おり、運用受託機関のモニタリングを行うことにより、従業員との利益相反を適切に管理するとともに従業員利益の最大化に努めております。

原則３－１（i）経営理念等、経営戦略、経営計画

企業理念や中期経営計画、経営戦略について、当社ウェブサイト、決算説明会資料、株主通信等にて開示しております。



企業理念　 https://www.itoki.jp/ir/policy/philosophy.html

中計経営計画プレスリリース　http://v4.eir-parts.net/v4Contents/View.aspx?cat=tdnet&sid=1557890

決算説明会資料　 https://www.itoki.jp/ir/accounts/closing.html

株主通信　 https://www.itoki.jp/ir/accounts/report.html

原則３－１(ii) コーポレートガバナンスの基本的な考え方・基本方針

コーポレートガバナンスの基本的な考え方及び基本方針を当社ウェブサイト、コーポレートガバナンス報告書に記載しております。

１．基本的な考え方

当社グループは、企業倫理・遵法精神に基づき、コンプライアンスの徹底と経営の透明性、公正性を向上させ、また、積極的な情報開示に努める
ことで企業に対する信頼を高め、企業価値の向上を目指したコーポレートガバナンスに取り組んでおります。

２．基本方針

当社ウェブサイトに基本方針を開示しております。

https://www.itoki.jp/ir/policy/governance.html

原則３－１(iii) 経営陣幹部・取締役の報酬の決定方針・手続

　経営陣幹部の報酬等の額は固定報酬と業績に連動する変動報酬と譲渡制限付株式報酬で構成されております。　各取締役の報酬について
は、固定報酬は、株主総会で決議された報酬総額の範囲内において、取締役会で承認された役位別等月額報酬表に基づいて職務内容及び当社
の状況等を勘案のうえ、代表取締役が決定しております。変動報酬は、株主総会で決議された報酬総額の範囲内において、当社業績水準等を勘
案のうえ、取締役会が決定しております。譲渡制限付株式報酬は、株主総会で決議された報酬総額の範囲内において、当社の状況及び現金報
酬と株式報酬の割合を勘案のうえ、取締役会が決定しております。また、各執行役員の報酬については、取締役会にて承認された社内規程に基
づき算定し決定しております。

原則３－１(iv) 経営陣幹部の選解任と取締役・監査役候補の指名の決定方針・手続

取締役・監査役候補の指名にあたっては、取締役会・監査役会全体としての多様性、バランス及び適正規模の確保を勘案しつつ、代表取締役が
持続的な成長とさらなる企業価値向上に資する人物で、各人の責務を遂行することのできる候補者かどうかを能力、経験、人物評から選定し取締
役会で十分議論したうえで決定しております。取締役・監査役の解任にあたっては、職務の執行において十分機能を発揮していないと認められる
場合、取締役会で十分議論したうえで決議し、株主総会に付議することとしております。また、執行役員の選任にあたっては、個々の知識・経験・
能力および業績等を踏まえ、取締役会で十分議論したうえで決定しております。

原則３－１（v）個々の経営陣幹部の選解任と取締役・監査役候補の指名の説明

個々の経営陣幹部については、取締役会で能力、経験、人物評を踏まえ、選任しております。また、職務の執行において十分機能を発揮していな
いと認められる場合、取締役会で十分議論したうえで解任を決定しております。取締役・監査役候補については、株主総会招集通知に個人別の経
歴を記載するほか、個々の選任理由を株主総会招集通知に記載しております。

原則４－１(1)経営陣に対する委任の範囲の決定

当社は、取締役会規程を制定し、法令または定款で定められた事項、またこれに準ずる経営に関する重要な事項を決議事項として明確に定め、
それに基づき、取締役会が決議をしております。また、常務会（代表取締役、社外取締役を除く取締役、役付執行役員及び常勤監査役が出席）を
週１回、執行役員会議（社外取締役を除く取締役と全執行役員が出席）を適宜それぞれ開催し、取締役会決議事項の審議と取締役会決議事項以
外の重要事項の決議、経営方針の徹底、業務進捗状況の確認などを行っております。

原則４－９独立社外取締役の独立性判断基準及び資質

当社は、会社の持続的な成長と中長期的な企業価値の向上に資するため、社外取締役の独立性に関する基準を独自に定めており、コーポレート
ガバナンス報告書の独立役員に関する事項に開示いたします。そして、会社法や証券取引所が定める基準に加え、当社独自の独立性基準を充
たした者を、独立社外取締役として選任しております。

【独立性判断基準】

１．現在または過去10年間において当社、当社の子会社または関連会社の業務執行者でないこと

２．当社の現在の主要な株主（総議決権の10％以上を保有する株主）またはその業務執行者でないこと

３．当社の主要な取引先（年間取引額が、当社連結売上高の２％を超える取引先または年間仕入額が当該会社の連結売上高の２％を超える仕
入先）の業務執行者でないこと

４．当社の主要な借入先（年間借入額が、当社総資産の２％を超える金融機関）の業務執行者でないこと

５．当社から役員報酬以外に年間1,000万円以上の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計士、弁護士等の専門家でないこと

原則４－１１(1)取締役会全体の知識等のバランス、多様性・規模の考え方、取締役選任に関する方針・手続

当社の取締役会は、現在、女性もしくは外国人の取締役は選任しておりませんが、質の高い議論を行いうる適正な規模とするとともに、取締役全
体の多様性、バランスを確保するため、会社業務等に精通し、機動性のある業務執行が可能な業務執行取締役と、高度な専門性を有し、幅広い
視点で経営の助言と監督が期待できる社外取締役とで構成することとしております。

原則４－１１(2)社外取締役・社外監査役の兼任状況

当社の社外取締役１名及び社外監査役２名のうち、社外監査役１名は、招集通知等にて開示の通り、他の上場会社の取締役・監査役を兼務して
いますが、兼任社数は合理的な範囲であると考えており、その役割・業務を適切に果たしております。

原則４－１１(3)取締役会全体の実効性についての分析・評価と結果

当社は、取締役会の場で実効性について議論し評価を行っております。その結果、取締役会は概ね適切に運営され実効性が確保されていると評
価しております。一方、議論の場で、重要な議案（営業戦略・海外戦略、商品開発など）に関する定期的な進捗報告などの改善提案が出されたこと
を反映し、今後さらなる実効性の向上を図ってまいります。

原則４－１４(2)取締役・監査役に対するトレーニングの方針

　当社は、当社の取締役、監査役には、その就任時また、就任後も、自らの役割を認識してその役割・責務を適切に果たせるように、外部講習を
含む必要な機会を提供し、費用面を含めサポートすることを基本としています。その支援体制は、以下の通りです。

１．取締役、監査役は、取締役会・監査役会等重要な会議にて、活発な議論をするのに必要な情報を共有しております。

２．新任社外取締役、社外監査役は、就任時に、当社事業内容の説明ならびに主要拠点の視察を実施しております。

３．取締役、監査役を対象にコーポレートガバナンス、コンプライアンススキル向上のため、年１回以上のコンプライアンス研修を行っております。



原則５－１株主との対話に関する方針

当社の株主との対話に関する方針は以下の通りです。

１．株主との対話全般についてはＩＲ担当取締役が統括し、具体的対応を各所管役員へ促す。

２．対話に際しては、IR部門が中心となり関連部署門と有機的に連携する。

３．個別面談以外の対話の手段として、スモールミーティング、決算説明会等を実施する。

４．株主との対話により得られた重要な要望や意見等については、取締役会において報告共有する。

５．株主との対話の際は、インサイダー情報管理に留意しコンプライアンス遵守に努める。

２．資本構成

外国人株式保有比率 10%以上20%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

日本生命保険相互会社 2,225,860 4.26

株式会社アシスト 1,586,000 3.04

伊藤　七郎 1,557,890 2.98

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 1,384,600 2.65

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 1,370,600 2.62

イトーキ協力会社持株会 1,184,919 2.27

株式会社みずほ銀行 1,121,402 2.15

GOVERNMENT OF NORWAY 1,087,912 2.08

株式会社三井住友銀行 1,069,057 2.05

DFA INTL SMALL CAP VALUE PORTFOLIO 1,025,247 1.96

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

―――

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 第一部

決算期 12 月

業種 その他製品

直前事業年度末における（連結）従業員
数

1000人以上

直前事業年度における（連結）売上高 1000億円以上1兆円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社以上50社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

―――



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査役設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 12 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 会長（社長を兼任している場合を除く）

取締役の人数 5 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 1 名

社外取締役のうち独立役員に指定され

ている人数
1 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

永田　宏 他の会社の出身者 △

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

永田　宏 ○

永田宏氏は、当社の取引先である三井物
産株式会社の出身でありますが、当社売
上高に占める同社との取引額の割合は
１％未満と低く、一般的な商取引であり、
株主・投資者の判断に影響を及ぼすおそ
れがないと考えることから、概要の記載を
省略いたします。

会社経営に関する豊富な経験と高い見識を

当社の経営に反映していただくために社外取

締役に選任しております。同氏は独立した立

場で取締役会に出席し、適切な意見表明を

行うことで、取締役会の経営監視機能を強化

する役割を担っております。また、独立性に

関する開示加重要件のいずれにも該当して

おらず、過去から現在までにおいて当社経営

陣との間に利害関係はないことから、一般株

主と利益相反の生じるおそれがないと判断

し、独立役員に指定しております。



指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

なし

【監査役関係】

監査役会の設置の有無 設置している

定款上の監査役の員数 5 名

監査役の人数 4 名

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況

監査役は、会計監査人である「有限責任 あずさ監査法人」から、四半期毎の定期会合を通じて、監査方針・重点監査項目・監査結果等の報告を

受け、意見交換を行うなど緊密に連携のうえ、監査業務を進めて参ります。また、会計監査人の往査にも随時立会って、監査の経過・内容につい
ても情報交換を行って参ります。

なお、監査結果につきましては、執行部門にフィードバックし、業務改善に結び付けるよう指導しております。内部監査部門として、監査部を設置し
ております。監査役は、期初に監査計画等の説明を受け、期中定期・不定期に業務監査の状況や内部統制システムの整備・運用状況について確
認を行っております。

社外監査役の選任状況 選任している

社外監査役の人数 2 名

社外監査役のうち独立役員に指定され
ている人数

2 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k l m

飯沼　良祐 他の会社の出身者 △

齋藤　晴太郎 弁護士

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与

c 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

d 上場会社の親会社の監査役

e 上場会社の兄弟会社の業務執行者

f 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

g 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

h 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

i 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

j 上場会社の取引先（f、g及びhのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

k 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

l 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

m その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由



飯沼　良祐 ○

飯沼良祐氏は、当社の取引先である株式
会社東洋経済新報社の出身であります
が、当社売上高に占める同社との取引額
の割合は１％未満と低く、一般的な商取引
であり、株主・投資者の判断に影響を及ぼ
すおそれがないと考えることから、概要の
記載を省略いたします。

長年にわたる経営者としての豊富な経験と幅
広い見識を有しており、当社経営陣との間に利
害関係がなく、監査の独立性の保持とともに幅
広い視点での監査が期待できるため、社外監
査役として選任しております。また、独立性に
関する開示加重要件のいずれにも該当してお
らず、過去から現在までにおいて当社経営陣と
の間に利害関係はないことから、一般株主と利
益相反の生じるおそれがないと判断し、独立役
員に指定しております。

齋藤　晴太郎 ○ ―――

齋藤晴太郎氏は、弁護士として培われた専門
的な知識・経験を有しており、当社経営陣との
間に利害関係がなく、監査の独立性の保持とと
もに幅広い視点での監査が期待できるため、
社外監査役として選任しております。また、独
立性に関する開示加重要件のいずれにも該当
しておらず、過去から現在までにおいて当社経
営陣との間に利害関係はないことから、一般株
主と利益相反の生じるおそれがないと判断し、
独立役員に指定しております。

【独立役員関係】

独立役員の人数 3 名

その他独立役員に関する事項

当社は、会社法や証券取引所が定める基準に加え、当社独自の独立性基準を充たす社外役員を全て独立役員に指定しています。

【独立性判断基準】

１．現在または過去10年間において当社、当社の子会社または関連会社の業務執行者でないこと

２．当社の現在の主要な株主（総議決権の10％以上を保有する株主）またはその業務執行者でないこと

３．当社の主要な取引先（年間取引額が、当社連結売上高の２％を超える取引先または年間仕入額が当該会社の連結売上高の２％を超える仕
入先）の業務執行者でないこと

４．当社の主要な借入先（年間借入額が、当社総資産の２％を超える金融機関）の業務執行者でないこと

５．当社から役員報酬以外に年間1,000万円以上の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計士、弁護士等の専門家でないこと

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

業績連動型報酬制度の導入

該当項目に関する補足説明

取締役の報酬等の額については、固定報酬に加え、業績に連動する変動報酬並びに譲渡制限付株式による報酬で構成されております。

役員報酬制度の見直しの一環として、取締役に当社の企業価値の持続的な向上を図るインセンティブを与えるとともに、株主の皆様との一層の価
値共有を進めることを目的として、新たに譲渡制限付株式報酬制度を導入することを、平成30年３月28日の定時株主総会において承認いただい
ております。

ストックオプションの付与対象者

該当項目に関する補足説明

―――

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

有価証券報告書および事業報告において、直前事業年度（平成29年12月期）における取締役報酬について社内取締役、社外取締役別に

各々の総額を開示しております。具体的には、社内取締役に対する報酬 167百万円、社外取締役に対する報酬14百万円であります。なお、

直前事業年度における役員賞与は社内取締役が50百万円、社外取締役が２百万円であります。



報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

取締役の報酬等の額は、固定報酬と業績に連動する変動報酬と譲渡制限付株式報酬で構成されております。

各取締役の報酬については、

・固定報酬は、取締役会で承認された役位別等月額報酬表に基づいて職務内容及び当社の状況等を勘案のうえ、代表取締役が決定しておりま
す。

・変動報酬は、株主総会で決議された報酬総額の範囲内において、当社業績水準等を勘案のうえ、取締役会が決定しております。

・譲渡制限付株式報酬は、株主総会で決議された報酬総額の範囲内において、当社の状況及び現金報酬と株式報酬の割合を勘案のうえ、取締
役会が決定しております。

なお、取締役の報酬限度額は平成13年３月29日開催の定時株主総会において、「月額25百万円以内」（ただし、使用人分給与は含まない。）と決
議いただいておりますが、この固定報酬枠とは別に、平成25年３月27日の定時株主総会において、各事業年度の当社当期純利益の10％以内（う
ち社外取締役分は年額10百万円以内）とする変動報酬枠と平成30年３月28日の定時株主総会において、「年額120百万円以内」（うち社外取締役
分は年額５百万円以内）とする譲渡制限付株式報酬枠について決議いただいております。

【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】

・総務部秘書担当に社外取締役および社外監査役の担当者を任命しております。

・取締役会の議題を事前送付し、関連資料についても可能な限り事前送付するよう努めております。

【代表取締役社長等を退任した者の状況】

元代表取締役社長等である相談役・顧問等の氏名等

氏名 役職・地位 業務内容
勤務形態・条件

(常勤・非常勤、報酬有無等)
社長等退任日 任期

――― ――― ――― ――― ――― ―――

元代表取締役社長等である相談役・顧問等の合計人数 0 名

その他の事項

当社は、代表取締役社長等が退任後、相談役・顧問等に就任する制度ならびに社内規程は存在しません。

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

　当社は、監査役設置会社であり、社外取締役２名を含む６名の取締役で取締役会を構成し、原則毎月1回開催される取締役会において、

法令および定款に定められる事項や経営に関する重要事項について決定するとともに、業務執行の監督を行っております。社外取締役は、

過去から現在までにおいて当社経営陣との間に利害関係のない独立した立場で取締役会に出席し、長年の会社経営に関する豊富な経験

と高い見識に基づき適切な意見表明を行うことにより、取締役会における経営監視機能を強化する役割を担っております。

当社の監査役会は、常勤監査役１名と監査役３名（うち様々な分野に関する豊富な知識と経験を有する社外監査役２名）で構成されており、原則
毎月1回開催される監査役会において、監査に関する意見を形成するための協議・決議を行っております。各監査役は、監査役会が定めた監査役
監査方針、監査計画及び業務分担に基づき、業務執行状況について監査しております。取締役会には全監査役が出席するほか、常勤監査役は
常務会、執行役員会議などの重要な会議に出席しております。

　取締役の任期は、経営環境の変化に迅速に対応できる機動的な経営体制を確立するために１年としております。

　取締役会を補完する機能として、常務会（社外取締役を除く取締役と一部の執行役員が出席）を週1回、執行役員会議（社外取締役を除く

取締役と全執行役員が出席）を代表取締役が必要と認めた場合に、適宜開催し、重要決裁事項の審議、経営方針の徹底、業績進捗状況の確認
などを行っております。

す。また、執行役員制度を導入し、経営責任と業務執行を明確にすることにより、業務執行の機能強化と経営効率の向上を図り、経営環境

の変化への迅速な対応と意思決定ができる体制を整えております。

　監査役の機能を強化するための取り組みといたしましては、【監査役関係】に記載のとおり、会計監査人や内部監査部門との連携を図るほ

か、豊富な経験と高度な専門知識を有する社外監査役を選任しております。

　内部監査部門として、監査部を設置しており、６名体制で計画的に監査を実施しております。

　適法な会計処理、投資家への適正な情報開示および継続性確保の観点から、「有限責任　あずさ監査法人」に会社法における会計監査

人、金融商品取引法における監査人を委託しております。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

当社は、社外取締役（取締役６名のうち社外取締役２名）及び社外監査役（監査役４名のうち社外監査役２名）の機能を活用することにより、

経営に対する監査・監督機能を強化できるものと考えており、経営の透明性と公正性の向上を図るため現状のガバナンス体制を採用してお

ります。



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送

平成30年３月28日に開催しました第68回定時株主総会の招集通知につきましては、３週
間前の３月６日に発送しています。しかし、より迅速な株主への情報提供を目的として、証
券取引所のウェブサイト及び自社のウェブサイトに、招集通知発送より更に７日前（開催
日の４週間前）から招集通知を掲載しております。

集中日を回避した株主総会の設定
より多くの株主が出席しやすいよう、３月の株主総会集中日を回避して、平成30年３月28
日に第68回定時株主総会を開催いたしました。

電磁的方法による議決権の行使 平成28年より電磁的方法による議決権の行使を行っております。

招集通知（要約）の英文での提供
平成28年より招集通知（要約）の英訳を当社ホームページ上にて掲載しております。
(https://www.itoki-global.com/news/item/2018/03/itoki_en_stockholder180301.pdf)

その他 当社ホームページに招集通知及び決議通知を掲載しております。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有
無

ディスクロージャーポリシーの作成・公表 ディスクロージャーポリシーを制定し、ホームページ上に掲載しております。

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

決算説明会にて代表者による事業内容、業績推移、中期経営計画の説明を行
いました。（平成29年８月29日、平成30年２月27日）

あり

IR資料のホームページ掲載
決算情報、決算情報以外の適時及び任意開示書類、年次（中間）報告書、

アニュアルレポート、決算説明会資料などをホームページ（URL :

http://www.itoki.jp/company/ir/）上に掲載しております。

IRに関する部署（担当者）の設置 ＩＲ担当部署として、企画本部広報ＩＲ部を設置しております。

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施
CSR活動を推進する部署として、今年から管理本部CSR推進部を新設しております。

環境・社会報告書を作成し、ホームページ（URL:　https://www.itoki.jp/sustainability/）上に
公開しております。



Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

当社は、内部統制システムの全社横断的・網羅的・一元的な構築に向け、取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための
体制整備について以下のとおり基本方針を定める。

１．取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制（会社法第362条第4項第6号）

(1)法令遵守、企業倫理を確立するため、取締役及び使用人の行動規範として「イトーキグループ行動規範」を制定し、その強化推進に努め

る。

(2)「取締役会規程」「職務権限分掌規程」により各職位に分掌する職務権限と各職位が誠実に職務を執行する責務を負うことを明確に定め

る。また、毎月開催する取締役会において必要な決議及び報告を通じて取締役の職務の執行を監督する。

(3)監査役は、取締役会およびその他の重要な会議に出席し、取締役の職務の執行を監査する。

２．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制（会社法施行規則第100条第1項第1号）

(1)取締役会及びその他の重要な会議の議事録、稟議書、その他取締役の職務の執行に係る情報は、文書または電磁的媒体に記録し、法

令、定款及び「文書管理規程」に基づき、適切に保存・管理する。

(2)「情報セキュリティ管理規程」「情報セキュリティポリシー」等を制定し、適切な情報管理に努める。

３．当社及び子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制（会社法施行規則第100条第1項第2号及び第100条第1項第5号）

(1)「イトーキグループリスク管理基本規程」を定め、事業上生じ得るあらゆるリスクを正確に認識・把握して適切に管理する体制の整備・運用

を行う。

(2)社長を委員長とするリスク管理委員会を設置し、リスク管理の方針の決定を行うとともに、全社的見地での予防措置が必要な場合の対応

を決定する。

(3)リスク管理委員会はリスク分類毎に主管部門及び責任者を定め、当社グループのリスクの把握、分析、評価を行い、適切なリスク管理策

を策定のうえ全社員に周知徹底し、リスクの極小化を図る。

(4)内部監査部門にて各部門におけるリスク管理の状況を定期的に監査し、その結果を取締役会及び監査役会に報告する。

４．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制（会社法施行規則第100条第1項第3号）

(1)取締役会を毎月1回開催するほか、取締役会を補完する機能として、常務会を毎週1回、執行役員会議を毎月1回開催し、重要決裁事項

の審議、経営方針の徹底、業績進捗状況の確認など、経営環境の変化への対応と速やかな意思決定ができる体制をとる。

(2)執行役員制度を導入し、経営と業務執行機能を分離し、経営の効率化と責任の明確化を行う。

(3)全社最適に基づき合併効果を最大限に発揮し、全社機能の強化をねらいに機能別本部制を採用する。

(4)「取締役会規程」「職務権限分掌規程」「稟議規程」において、業務執行に関して各職位に分掌する職務権限とその行使の手続きを明確

に定める。

５．使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制（会社法施行規則第100条第1項第4号）

(1)使用人に対しても取締役に関する1項(1)と同様の推進に努める。

(2)コンプライアンス重視の経営を推進するため、コンプライアンス委員会を設置し、随時開催する委員会でコンプライアンスに関する重要な事

項を協議・決定し、リスク管理委員会に報告する。

(3)コンプライアンス委員会の事務局としてコンプライアンス室を設置し、コンプライアンス推進委員及び推進担当を配置したコンプライアンス体

制を構築する。

(4)コンプライアンス室は、内部監査部門と連携して、コンプライアンス状況等について随時協議する。

(5)社内における違法行為に関する通報窓口を社内及び社外に設置する。社外通報窓口は、法律事務所弁護士とする。

６．当社及び子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制（会社法施行規則第100条第1項第5号）

(1)子会社に対し「イトーキグループ行動規範」を配付し、法令遵守を徹底する。

(2)子会社の窓口として関係会社管理部を設置し、子会社には「グループ会社管理規程」に基づく当社への承認・報告を義務付ける。

(3)当社の会計監査人、監査役及び内部監査部門は、必要に応じて子会社の監査を実施する。

(4)当社及び子会社を含む社内通報制度を整備する。

(5)連結ベースでの経営指標及び業績管理指標を導入し、グループ全体の経営基本戦略の策定等を行う会議体を設置する。

７．財務報告の信頼性を確保するための体制

当社グループは財務報告の信頼性確保及び金融商品取引法に基づく内部統制報告書の有効かつ適切な提出のため、当社の定める「イト

ーキグループの財務報告の基本方針」に従い、内部統制システムの整備及び運用を行うとともに、その仕組みが適正に機能することを継続

的に評価し、必要な是正を行う。

８．監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項（会社法施行規則第100条第3項第1

号）

監査役の求めがあった場合、取締役はその使用人に関する体制について監査役と協議の上、適切に対応する。

９．前項の使用人の取締役からの独立性に関する事項（会社法施行規則第100条第3項第2号）

使用人の任命、解任、人事異動については、監査役の同意を得ることとする。

１０．監査役の使用人に対する指示の実行性の確保に関する事項（会社法施行規則第100条第3項第3号）

監査役の職務を補助すべき使用人に関し、監査役の指揮命令に従う旨を当社の役員及び使用人に周知徹底する。

１１．取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体制（会社法施行規則第100条第3項第4号）

(1)常勤監査役は、取締役会のほか、重要な意思決定の過程及び業務の執行状況を把握するため、常務会、執行役員会議その他の重要

な会議又は委員会に出席し、必要あると認めたときは、意見を述べなければならない。

(2)取締役及び使用人は、監査役に対して、法定の事項に加え、当社または子会社の業務または業績に重大な影響を及ぼす事項、内部監

査の結果、社内通報制度による通報の状況及びその内容について速やかに報告するものとする。



(3)取締役及び使用人は、監査役から職務執行に関する事項の報告を求められた場合、速やかに監査役へ報告を行う。

(4)子会社の役員及び使用人は、当社監査役から職務執行に関する事項の報告を求められた場合、速やかに監査役へ報告を行う。

１２．監査役への報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制（会社法施行規則第100条第
3項第5号）

当社の監査役への報告を行った当社及び子会社の役員及び使用人に対し、当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを行わないものとす
る。

１３．監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方
針に関する事項（会社法施行規則第100条第3項第6号）

監査役がその職務の遂行について生ずる費用の負担を求めた場合には、速やかに対応する。

１４．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制（会社法施行規則第100条第3項第7号）

(1)監査役と代表取締役は、定期的に会合を持ち相互認識と信頼関係を深めるよう努める。

(2)監査役が会計監査人及び内部監査部門と定期・不定期に会合を持つことで連携を図り、総合的、効率的な監査を実効的に実施しうる体

制とする。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

「イトーキグループ行動規範」において、反社会的勢力及び団体との関係拒絶について明記し、遵守すべきルールとして徹底する。反社会的

勢力からの不当要求への対応窓口を総務部と定め、専任担当者を配置し、情報収集や他企業との情報交換に努める。また有事に備えて、

対応マニュアルを整備するとともに、警察、顧問弁護士との連携を強化する。



Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 あり

該当項目に関する補足説明

当社は、平成29年2月13日開催の当社取締役会において、平成29年3月29日開催の当社第67回定時株主総会（以下「本株主総会」といいます。）
における株主の皆様のご承認を条件に、当社株式の大量取得行為に関する対応策（買収防衛策）（以下「本プラン」といいます。）を更新することを
決定し、本株主総会において株主の皆様のご承認をいただいております。

１．当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針

当社はその株式を上場し自由な取引を認める以上、支配権の移転を伴う当社株式の大量取得提案に応じるか否かの判断は、最終的には株主の
皆様の意思に委ねられるべきものと考えております。また、当社は、大量取得行為であっても、当社の企業価値・株主共同の利益に資するもので
あれば、これを否定するものではありません。しかしながら、大量取得提案の中には、(1)買付目的や買付後の経営方針等に鑑み、企業価値・株主
共同の利益に対する明白な侵害をもたらすもの、(2)株主の皆様に株式の売却を事実上強要するおそれがあるもの、(3)対象会社の取締役会や株
主の皆様が大量取得行為の条件等について検討し、あるいは対象会社の取締役会が代替案を提案するための十分な時間や情報を提供しないも
の等、対象会社の企業価値・株主共同の利益を毀損するものも少なくありません。当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、
当社の企業価値の源泉を十分に理解し、当社の企業価値・株主共同の利益の継続的な確保・向上に資する者であるべきであり、当社の企業価
値・株主共同の利益を毀損するおそれのある大量取得提案を行う者は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として適当ではないと考
えます。したがって、このような者による大量取得行為に対しては必要かつ相当な手段を採ることにより、当社の企業価値・株主共同の利益を確
保する必要があると考えます。

２．本プランへの更新の目的

本プランは、上記１．に記載した基本方針に沿って、当社の企業価値・株主共同の利益を確保し、向上させる目的をもって改定され更新いたしまし
た。

本プランは、当社株式に対する大量取得提案が行われた際に、当該大量取得行為に応じるべきか否かを株主の皆様が判断し、あるいは当社取
締役会が株主の皆様に代替案を提案するために必要な時間及び情報を確保すると共に、株主の皆様のために大量買付者と協議・交渉等を行う
ことなどを可能とすることにより、当社の企業価値・株主共同の利益に反する大量取得行為を抑止することを目的としております。

当社取締役会は、引き続き、基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するための枠組
みが必要であると判断し、本株主総会で株主の皆様にご承認いただき、本プランを更新いたしました。

３．本プランの内容

(a) 対象となる買付等

本プランは、(1)当社が発行者である株券等について、保有者の株券等保有割合が20％以上となる買付その他の取得又は(2)当社が発行者である
株券等について、公開買付けを行う者の株券等所有割合及びその特別関係者の株券等所有割合の合計が20％以上となる公開買付けに該当す
る買付もしくはこれに類似する行為又はその提案（以下「買付等」と総称します。）がなされる場合（あらかじめ当社取締役会が同意したものを除き
ます。）を適用対象とします。買付等を行おうとする者（以下、「買付者等」といいます。）は、本プランに定める手続に従うものとし、本プランに従い
当社取締役会が本新株予約権の無償割当ての不実施に関する決議を行うまでの間に、買付等を行ってはならないものとします。

(b) 意向表明書の提出

買付者等は、買付等に先立ち、別途当社の定める書式により、本プランの手続を遵守する旨の誓約文書等を含む書面（買付者等の代表者による
署名又は記名押印のなされたもの）及び当該署名又は押印を行った代表者の資格証明書（以下「意向表明書」と総称します。）を当社に対して提
出していただきます。

(c) 買付者等に対する情報提供の要求

当社は、意向表明書を受領した日の翌日から起算して10営業日以内に、当社取締役会が別途認めた場合を除き、当該買付等の実行に先立ち、
買付者等が当社に対して提供すべき買付等の内容の検討に必要な情報（以下「本必要情報」といいます。）のリストを記載した書面を当該買付者
等に交付し、買付者等は、当該リストの記載に従い、本必要情報を記載した書面（以下「買付説明書」と総称します。）を当社の定める書式により提
出していただきます。当社取締役会は、買付説明書を受領した場合、速やかにこれを独立委員会に提供するものとします。独立委員会は、これを
受けて当該買付説明書の記載内容が本必要情報として不十分であると判断した場合には、買付者等に対し、適宜回答期限（原則として最初に本
必要情報を受領した日から起算して60日を上限とします。）を定めた上、自ら又は当社取締役会等を通じて本必要情報を追加的に書面で提供する
よう求めることがあります。

なお、独立委員会は、本プランに従った本新株予約権の無償割当ての実施、不実施または取得などの判断について、取締役会の恣意的判断を
排して、客観的な判断をするために設置され、独立性の高い社外取締役・社外監査役から構成されます。

(d) 当社取締役会による評価・検討と独立委員会への意見等の提供

当社取締役会は、買付者等から買付説明書及び独立委員会から追加的に提出を求められた本必要情報（もしあれば）の提出が完了した後、最長
60日間（独立委員会の意見等の提供要請の期限がそれ以前の場合はその期限まで）を当社取締役会の買付提案等の評価、検

討、交渉、意見形成、代替案作成のための期間として設定します。当該期間中、当社取締役会は、買付者等から提供された本必要情報等を十分
に評価・検討し、当社取締役会としての意見を慎重にまとめ、必要に応じその概要を公表するとともに、その根拠資料、代替案（もしあれば）その他
独立委員会が適宜必要と認める情報等とともに独立委員会へ提供します。

(e) 独立委員会による検討作業・勧告等の手続

買付者等及び当社取締役会から情報等（追加的に提供を要求したものも含みます。）の提供が十分になされたと独立委員会が認めた場合、独立
委員会は、原則として最長60日間の検討期間（以下、「独立委員会検討期間」といいます。）を設定し、その旨買付者及び当社取締役会に通知しま
す。独立委員会は、独立委員会検討期間において買付者等の買付等の内容の検討、買付者等と当社取締役会の経営計画・事業計画等に関す
る情報収集・比較検討、及び当社取締役会の提示する代替案について検討等を行います。また、独立委員会は、当社の企業価値・株主共同の利
益の確保・向上という観点から当該買付等の内容を改善させるために必要であれば、直接又は当社取締役会を通して間接に、当該買付者等と協
議・交渉等を行い、その検討結果により本新株予約権無償割当てを実施することの是非について当社取締役会に対し以下の勧告を行います。

(1)独立委員会が本プランの発動を勧告する場合

独立委員会は、買付者等の買付等が本プランに定める発動事由のいずれかに該当すると判断した場合には、当社取締役会に対して、本新株予
約権の無償割当てを実施することを勧告します。なお、独立委員会は、ある買付等について発動事由の該当可能性が問題となっている場合に
は、本新株予約権の無償割当ての実施に際してあらかじめ株主総会の承認を得るべき旨の留保を付すことができるものとします。



(2)本新株予約権の無償割当ての不実施を勧告する場合

独立委員会は、買付者等の買付等が発動要件に該当しないと判断した場合には、独立委員会検討期間の終了の有無を問わず、当社取締役会に
対して、本新株予約権の無償割当てを実施すべきでない旨の勧告を行います。

なお、独立委員会が、当初の独立委員会検討期間の終了時までに、本新株予約権の無償割当ての実施又は不実施の勧告を行うに至らない場合
には、独立委員会は合理的な範囲内（但し、原則として30日間を上限とします。）で、独立委員会検討期間を延長する旨の決議を行います。

(f) 取締役会の決議、株主総会の開催

当社取締役会は、当社取締役会としての意見等の独立委員会への提供後も、適宜検討を継続するものとし、独立委員会から上記勧告を受けた
場合には、当該勧告を最大限尊重して本新株予約権の無償割当ての実施又は不実施等に関する会社法上の機関としての決議を慎重かつ可及
的速やかに行うものとします。但し、株主意思確認総会を開催する場合には、当社取締役会は当該総会決議に従い、本新株予約権の無償割当て
の実施又は不実施に関する会社法上の機関としての決議を行うものとします。

(g) 本新株予約権の無償割当てによる本プランの発動

当社取締役会または株主総会により、本新株予約権の無償割当ての実施が決議された場合、本プランに従って当社を除く買付者等を含めた全て
の株主の皆様に本新株予約権が無償で割当てられることになりますが、当該新株予約権には、買付者等による権利行使は原則認められないと
の行使条件及び当社が買付者等以外の株主の皆様から当社株式と引換えに本新株予約権を取得できる旨の取得条項が付されることになりま
す。したがって、買付者等以外の株主の皆様が本新株予約権を行使するか、または当社が買付者等以外の株主の皆様に割当てられた本新株予
約権を取得することにより、本新株予約権１個につき当社株式１株が買付者等以外の株主の皆様に交付される結果、買付者等の有する当社の議
決権割合は最大50％まで希釈化される可能性があります。

(h) 本プランの有効期間、廃止

本プランの有効期間は、本株主総会終結後３年以内に終結する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会の終結の時までとします。

但し、有効期間の満了前であっても、当社株主総会において、もしくは当社株主総会で選任された取締役（当社取締役の任期は１年となっており、
毎年の取締役選任を通じ、株主の皆様のご意向を反映させることが可能です。）による取締役会において本プランを廃止する旨の決議が行われ
た場合には、本プランは当該決議に従い廃止されるものとします。

なお、本プランの詳細につきましては、インターネット上の当社ウェブサイトのＩＲ情報に掲載しております、平成29年２月13日付の当社プレスリリー
ス「当社株式の大量取得行為に関する対応策（買収防衛策）の更新について」をご覧ください。

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

当社の会社情報の適時開示に係る社内体制の状況は、下記のとおりです。

１．適時開示の基本姿勢

当社は、適時適切な会社情報の開示が健全な資本市場形成の根幹をなすものであることを十分認識し、金融商品取引法等の関係法令お

よび上場証券取引所の定める諸規則に則り、一貫した信頼のおける会社情報について、投資者をはじめとする資本市場参加者にタイムリー

に開示するとともに、全ての市場参加者が等しく当社の開示情報を入手できるよう公平な情報開示に努めることを基本的な考え方としていま

す。

当社は、以下の会社情報のうち、未公表のものを公表すべき「重要情報」と位置付けています。

(1)法令ならびに証券取引所の定める適時開示規則等により開示が必要とされる情報

(2)上記に該当しないものの、投資家の投資判断に大きな影響を与えると思われることから上場証券取引所に対して自主的に公表する会社

情報

当社は、上記に該当する重要情報について、東京証券取引所の定める適時開示規則に従い、同取引所が運営する適時開示情報伝達シス

テム（ＴＤnet）に登録、開示し、その後速やかに開示資料を報道機関等に対し投函するとともに、当社ホームページにおいて掲載します。ま

た、必要に応じて記者発表等を行うこととします。

２．適時開示に係る社内体制

上記１．の基本姿勢に基づき、当社では、取締役会規程および職務権限分掌規程において、重要な会社情報（決算情報・決定事実・発生事

実）を取締役会の付議・報告事項として定めており、各部門からの取締役会への付議・報告案件は、常務会の審議を経て、取締役会事務局

である総務部長に集約されます。総務部長は、各案件について情報取扱責任者である総務部門担当執行役員のほか、広報ＩＲ部、経理部

などの関連部門と十分に協議、検討を行い、重要情報に該当するか否かを判断します。また、判断にあたり疑義が生じた場合には、上場証

券取引所などの関係機関に照会することとします。重要情報に該当し、適時開示が必要と判断された案件については、所管部門が開示資

料を作成し、取締役会において当該案件が決定（承認）された後、速やかに所定の適時開示手続きを行います。なお、取締役会には監査役

が出席しており、適時開示の過程を監査しています。

総務部長は、重要情報の外部公表前に当該重要情報が社内外に漏洩することの無いよう関係部門に情報管理の徹底を指示するとともに、

自己株式の取得や役職員の自社株売買に関する管理を行います。なお、当社では、役員および一部の職員の自社株売買については『イン

サイダー取引防止規程』により、事前に総務部長の許可を必要とすることを定めています。






